
日本企業の生成AI活用を成果還元へ転換する実証的提
言

Executive Summary

PwC Japanの「生成AIに関する実態調査2026 春 6カ国比較」は、日本企業が導入・推進そのものでは一定の
前進を見せている一方で、期待超過の効果創出、効果発現スピード、財務的還元の三点で主要国に見劣りし
ていることを示した。日本の「活用中・推進中」は87%に達するが、「期待を大きく上回った」は9%で6カ
国中最低水準、施策実施から「1年未満で効果が出る」とみる企業も42%にとどまる。さらに、生成AIで得た
効果を従業員還元や顧客価格還元などの財務的還元につなげている企業は40%で、米国75%、英国74%を大
きく下回る。マイナビ記事はこの構図を「活用から効果創出へ進む壁」と「効果創出から成果還元へ進む
壁」の二重の壁として整理しており、本報告もこの枠組みを採用する。 

本報告の結論は明確である。日本企業の課題は“導入率不足”ではなく、“価値化のオペレーティングモデル不
足”にある。PwCは、期待を上回る企業に共通する要因として、ユースケース設定、業務プロセス可視化、
AI-Readyデータ整備を6カ国共通で確認している。加えて日本国内分析では、成功企業群ほどAIエージェン
トを実装・導入済みとする割合が72%対21%、3モデル以上を使う割合が49%対12%、ガバナンスを活用に
先行して整備すべきだと考える割合が69%と高く、財務還元に結びつける企業ほど大部分の開発を社内人材
で継続運用できる体制を持つ割合が38%対16%と高い。つまり、差はツールの有無ではなく、経営の意思、
内製力、評価設計、還元設計でついている。 

実務面では、短期に必要なのは「PoCの数」ではなく、CEO/CAIO直轄の価値化会議、セキュアな共通AI基
盤、評価とリスク審査、業務再設計を伴う先行ユースケースへの集中である。中期には、AIエージェントと
データ製品を核に部門横断プロセスを再設計し、長期にはAIネイティブな事業モデルとフィジカルAIまで視
野を広げるべきである。学術研究も、単純導入ではなく、仕事の再設計と補完関係の設計が価値捕捉の条件
であることを示している。NBERの実証研究では生成AI導入で顧客サポートの生産性が平均14%上昇し、特に
初心者・低スキル層で34%改善した。Science掲載研究では、ChatGPT利用で専門職の文書作成時間が40%短
縮し、品質が18%向上した。HBS/BCG研究は、AIが得意な課題領域では品質と速度を改善する一方、適用境
界を外れると逆効果も起こりうる「ジャグド・フロンティア」を示した。 

したがって、日本企業が今後取るべき施策は、「AIを導入する」から「AIで稼ぎ、還元し、再投資する」へ経
営指標を切り替えることである。具体的には、短期に価値化ポートフォリオ・共通基盤・評価フレーム・内
製人材を整え、中期にAIエージェントでコアプロセスを再設計し、長期に新サービス、価格戦略、サプライ
チェーン自律化へ踏み込むべきである。ガバナンスはブレーキではなく、標準化・再利用・迅速意思決定を
可能にする加速装置として設計すべきである。これはPwCのReadiness-Evaluation-Activationの枠組み、
METI/総務省のAI事業者ガイドライン、NISTのGenerative AI Profileとも整合的である。 

調査の要点と本報告の前提

本報告の主たる基礎データはPwC Japanの原報告である。同調査は、売上高500億円以上の企業・組織に勤
務する課長職以上で、生成AI導入に何らかの関与がある回答者を対象に、日本、米国、英国、中国、ドイ
ツ、韓国の6カ国を比較したものである。したがって、以下の提言は主として大企業・準大企業を念頭に置
く。また、ギャップ要因の分析では、PwCの6カ国比較に加え、OECD、IPA、Stanford HAI、各国政府・規制
当局の資料を用いるが、説明変数について全6カ国で完全に同一指標が揃うわけではない。そのため、6カ国
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の結果はPwCで直接確認し、因果説明は利用可能な高品質比較データで補強するという方針を採った。これ
は明示的な仮定である。 

PwCとマイナビ記事から読み取れる日本の現在地は、次のように整理できる。

指標 日本 比較対象 含意

活用中・推進中の
比率

87% 
米国90%、英国89%、中国

91%、ドイツ89%、韓国93% 
日本は導入そのものでは大きく出
遅れていない。問題は導入後。

「期待を大きく上
回った」比率

9% 
米国38%、英国32%、中国

18%、ドイツ17%、韓国11% 効果創出で日本が最下位。

「期待未満」比率
19% 

6カ国平均17% 効果不発の案件が相対的に多い。

効果発現を1年未満
と想定する比率

42% 
米国66%、英国64%、中国

54%、ドイツ66%、韓国40% 
効果発現の時間軸が保守的で、実
行速度も遅い。

財務的還元比率
40% 

米国75%、英国74%、中国
69%、ドイツ64%、韓国56% 

効果をP/Lと顧客価値に結びつけ
る設計が弱い。

還元していない比
率

19% 米国2%、英国4%、中国1%、ド
イツ3%、韓国5% 

「成果還元」段階で止まっている
案件が目立つ。

マイナビ記事はこれを、「日本企業は活用から効果創出へ進む壁と、効果創出から成果還元へ進む壁の双方
に直面している」と要約した。この整理はPwC原文の問題意識と完全に整合する。とりわけ日本では、生成
AIによる効率化を、給与・ボーナス、価格還元、新規投資、ブランド強化といった企業成長の原資に変換す
る設計が弱い。 

他方で、日本企業内にも成功の芽は見える。PwCの国内分析では、期待を大きく上回る企業群は、AIエー
ジェントの導入済み・導入推進が72%に達し、期待未満群の21%を大きく上回る。さらに、利用モデルが3つ
以上の企業が49%と、期待未満群の12%を大きく上回る。つまり、成功企業は、単一モデルを全社禁止・許
可の枠で扱うのではなく、用途別にモデルを使い分ける能力と、AIをプロセス実行主体まで引き上げる勇気
を持っている。 

また、6カ国共通で、生成AIの活用効果が期待を上回る理由の中心は、ユースケース設定、業務プロセスの可
視化、AI-Readyデータ整備だった。日本でも上位は「ユースケース設定」34%、「業務プロセス可視化」
24%、「AI-Readyデータ整備」11%であり、問題の本質がモデル性能ではなく、何に使い、どの仕事に埋め
込み、どのデータで回すかにあることを示している。 

6カ国比較で見える日本のギャップ要因

PwCの6カ国比較に外部データを重ねると、日本企業の遅れは単一要因ではなく、文化、規制、資本市場、人
材、経営判断が相互に作用する構造問題として説明できる。重要なのは、これらを「日本企業は保守的だか
ら」で片づけないことだ。どの要因が、どの因果経路で、どの業績差につながるのかを分解しなければ、施
策は空回りする。 
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上図は、PwCのReadiness-Evaluation-Activationの構図、日本企業の文化・人材・データ・投資の諸課題、
そして成果還元停滞の関係を整理した因果図である。根拠はPwCの変革サイクル、日本企業の企業文化・人
材・データ連携に関するIPA分析、労働現場でのOECD分析、およびAI投資・人材流動のStanford HAIデータ
に置いている。 

以下に要因別に整理する。

要
因

観測事実 因果的な解釈 経営含意

文
化

PwCでは、日本は生成AIによるビジネス消
失の危機感を強める一方、韓国や米国ほど
根本変革チャンス認識を強めていない。IPA
でも、日本は米独よりリスクを取りチャレ
ンジすることが尊重される企業文化や情報
共有の風通しが弱い。さらにOECDでは、日
本のAIユーザーは調査国中で企業提供のAI訓
練と新技術に関する労使相談が最も弱い。 

脅威先行の組織文化は、
ユースケースを「事故が起
きにくい小規模効率化」に
寄せる。結果として、AIを
業務の正式部品にする再設
計が遅れ、効果が分散し、
従業員の納得感も蓄積しに
くい。

文化変革は抽象論
ではなく、挑戦を
報酬・査定・時間
配分に反映する制
度改革として扱う
べき。

規
制

日本はMETI/総務省のAI事業者ガイドライン
第1.2版を中心とするソフトロー型、米国は
NIST AI RMFとそのGenerative AI Profileを
中心とする標準主導型、英国はpro-
innovation/light-touchの方針、EU圏のド
イツはAI Actの拘束的・リスクベース制度
下、中国は生成式AIサービス管理暫行弁法
で公衆向けサービスを明示的に規律し、韓
国はAI Basic Actを2026年1月に施行した。 

これは重要な逆説を示す。
日本の遅れは「規制が厳し
すぎるから」では説明しに
くい。 むしろ日本は制度が
柔軟な分、企業内で運用基
準が曖昧になり、過剰慎重
か場当たり運用に分かれや
すい。ここは推論だが、各
国制度比較からみて合理的
である。 

企業は「法令待
ち」ではなく、自
社版の運用規程・
評価基準・レッド
チーム手順を先に
作る必要がある。

資
本
市
場

Stanford HAIによると、2025年の民間AI投
資額は米国285.9十億ドル、中国12.4、英国
5.9、ドイツ3.89、韓国1.78、日本1.11だっ
た。新規資金調達AI企業数も米国1,953社、
英国172、中国161、ドイツ92、韓国59、日
本56で日本は最下位圏だった。東京証券取
引所は、2023年以降、上場企業に対して資
本コストや株価を意識した経営を求め続
け、2026年も更新をかけている。 

外部資本が集まる市場で
は、AIの新規事業化・
M&A・内製採用競争が加速
する。日本では、資本市場
からの圧力がようやく強ま
りつつあるが、企業内部で
は依然としてAI投資がコス
ト削減案件として扱われや
すい。

AI投資はIT予算で
はなく、成長投
資・資本配分の議
題として扱う必要
がある。

脅威先行の認識

局所最適のユースケース選
定

経営のデジタル知見不足

AI/データ人材不足 外部依存と内製不足

評価・改善ループ不全データ整備不足と外部連携
不足

資本市場からの成長圧力の
弱さ 効率化で止まる投資判断

成果還元の後回し

期待超過効果が出ない

従業員・顧客の価値実感が
弱い

全社定着と再投資が進まな
い

柔軟だが抽象的な規制環境 企業ごとの過剰慎重または
運用ばらつき
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要
因

観測事実 因果的な解釈 経営含意

人
材

Stanford HAIでは、AI人材濃度の上位15カ国
にドイツと韓国は入るが、日本は入らな
い。米国・英国・ドイツはAI人材の純流入
でも上位に入る。IPAでは、日本企業はAI関
連人材が全般に不足し、AI研究者は
56.4%、AI開発者は40.7%が「自社には必
要ない」と回答した。OECDでも、日本のAI
利用率は他国より低く、企業訓練が弱い。 

人材不足だけでなく、「自
社に高度AI人材は不要」と
いう判断が、内製力と学習
速度を抑制している。結果
としてベンダー依存が高ま
り、ノウハウが蓄積しな
い。

研究者を大量採用
できなくても、ビ
ジネストランス
レーター、
MLOps、データ
マネージャは自社
に置くべき。

経
営
判
断

IPAは、日本企業で経営者のデジタル知見が
米独より低く、CDO設置率も低いと指摘す
る。PwCでも、成功企業は経営直結、CAIO
明確化、複数モデル、AIエージェント、ガ
バナンス重視の傾向が強い。さらに、財務
還元企業はブランド力や将来の利益還元ま
で指標化している。 

日本企業の遅れの核心は、
AIを「IT施策」や「個人利
用ツール」と見なす経営判
断にある。効果が出る企業
は、AIを業務・組織・事業
モデルの再設計装置として
扱っている。

CEO/CFO/CAIO
が、AIをP/L改
善・成長投資・価
格戦略まで含む経
営議題に引き上げ
る必要がある。

この要因分析から導かれるのは、日本企業の最優先課題は、規制緩和要求ではなく、経営者主導の価値化設
計であるという点だ。制度環境はすでに相対的に柔軟であり、ボトルネックは主として企業内部にある。 

優先度別施策一覧

以下の投資目安は、売上高500億〜2,000億円規模、従業員3,000〜15,000人の日本企業を想定した試算であ
る。業種・既存IT資産・海外売上比率・規制要求によって大きく変動するため、絶対額ではなく優先順位と
配分比率を見るべきである。

短期 0–12か月

施策 目的
期待される財務
インパクト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リ
スクと
対策

KPI

CEO/CAIO
直轄の「AI
価値化会
議」設置

ユースケース
を経営ビジョ
ン、P/L、資本
効率で再選定
し、PoC乱立を
止める。PwC
も日本企業は
効果評価・還
元が弱い。 

定性的: 低ROI案
件の停止、高
ROI案件への予
算再配分。 定量
試算: AI関連予算
の15–25%を高
優先ユースケー
スへ再配分でき
れば、2年累計
で投資回収速度
が大きく改善。

CAIO、CFO、
CIO、CHRO、
CRO、主要事
業責任者で構
成。Benefit
Owner制度を
導入。投資目
安0.3–1億円/
年。

形だけ
の会議
体化。
対策
は、全
案件に
利益責
任部署
と撤退
基準を
付ける
こと。

pilot→production
転換率、案件別回収
期間、停止案件比
率、実現便益額
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施策 目的
期待される財務
インパクト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リ
スクと
対策

KPI

先行5ユー
スケースの
「業務再設
計込み」で
の実装

法務、営業、
調達、顧客対
応、経営企画
などで、単な
るチャット利
用ではなく
ワークフロー
変更まで含め
て実装する。

定性的: スピー
ド、品質、処理
能力を同時改
善。 定量根拠:
NBERでは顧客
サポートで生産
性14%増、初心
者34%増。
Scienceでは文
書作成時間40%
減、品質18%
増。JT法務では
英文メール作成
が20–30分→1–2
分、契約検討が
1–2日→半日に
短縮。 

ドメインスク
ワッドを3–5
隊、各4–8
名。プロセス
マイニング、
SOP改訂、承
認経路見直し
が必要。投資
目安は1ユー
スケースあた
り0.5–1.5億
円。

ツール
導入だ
けで現
場定着
しな
い。対
策は
「使用
率」で
はなく
処理時
間・品
質・再
作業率
で管
理。

週次利用率、処理時
間、一次回答精度、
再作業率、利用部門
NPS

共通AI基盤
の整備

モデル、認
証、ログ、権
限、RAG、
DLP、プロンプ
トテンプレー
トを標準化
し、再利用可
能な基盤にす
る。

定性的: 個別開発
コストの逓減、
導入スピード向
上。 事例: 丸紅
は社内向け
Marubeni
Chatbotを2023
年4月から展開
し、2024年6月
時点でグループ
登録者7,000名
超。媒体報道で
は年約9万時間
削減。 PwCでも
成功企業は複数
モデル活用が
49%対12%。 

IAM連携、モ
デルルータ、
ベクトルDB、
監査ログ、PII
マスキング、
プロンプト/ア
プリ管理。投
資目安1–3億
円/年。

シャ
ドーAI
化、
データ
漏え
い。対
策はホ
ワイト
リスト
化され
た基盤
に利便
性を集
中させ
る。

基盤経由利用率、モ
デル切替時間、再利
用コンポーネント比
率、DLP検知件数
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施策 目的
期待される財務
インパクト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リ
スクと
対策

KPI

Evaluation
先行の審査
体制

価値・品質・
リスクを企画
段階から審査
し、公開前に
オフライン評
価とレッド
チームを必須
化する。PwC
でも成功企業
はガバナンス
を活用先行で
整備すべきと
する割合が
69%。Morgan
Stanleyはeval
フレームで事
前検証し、ア
ドバイザー
チームの98%
採用に到達し
た。 

定性的: 事故コス
ト回避、採用率
向上、横展開速
度向上。 定量試
算: 公開系の大失
敗1件回避だけ
でも、逸失利
益・法務・ブラ
ンド毀損コスト
は基盤投資を上
回りうる。

AI Risk
Office、法
務、セキュリ
ティ、データ
ガバナンス、
業務責任者。
投資目安0.5–
1.5億円/年。

審査が
遅くな
る。対
策はリ
スク階
層化
し、低
リスク
は自動
承認、
高リス
クのみ
深掘
り。

eval合格率、公開後
重大インシデント件
数、レビュー所要日
数、監査ログ完全性

「AI翻訳
者」と内製
運用人材の
育成

業務知見とAI
知識をつなぐ
人材を育て、
ベンダー依存
を減らす。

定性的: 便益捕捉
率上昇。 定量根
拠: PwCでは財
務還元企業で
「大部分を社内
人材のみで継続
開発・運用」で
きる比率が
38%、非財務還
元企業は16%。
OECDでは日本
のAIユーザー向
け企業訓練が最
弱。 

各事業にAI
Translatorを
配置、
MLOps/プロ
ンプトエンジ
ニア/データマ
ネージャを横
串化。投資目
安0.5–2億円/
年。

研修だ
けで終
わる。
対策
は、職
務定
義・評
価・報
酬まで
連動さ
せるこ
と。

Translator人数、内
製比率、研修修了後
実装率、ベンダー依
存比率
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中期 1–3年

施策 目的
期待される財務インパク
ト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リス
クと対策

KPI

AIエー
ジェン
トによ
る中核
プロセ
ス再設
計

問い合わせ対
応、営業支援、
契約レビュー、
購買、設計、サ
プライ計画など
を、AIが「補
助」ではなく
「実行主体」の
一部を担う形へ
移行する。

定性的: 処理リードタイ
ム短縮、引継ぎ削減、
24/365対応。 定量根拠:
PwC成功群ではAIエー
ジェント導入済み・推進
中が72%、期待未満群は
21%。モデル企業ではコ
ア業務の20–30%のサイ
クルタイム短縮余地。 

ワークフロー
連携、API、権
限制御、
ヒューマン・
イン・ザ・
ループ、監査
証跡。投資目
安3–10億円。

誤実行・
権限逸
脱。対策
は権限分
離、承認
閾値、段
階的自動
化。

自動処理
率、例外
率、承認
付き自動
化率、サ
イクルタ
イム、顧
客待ち時
間

データ
製品化
と外部
データ
連携

AI-Readyデータ
をプロセス・顧
客・設備・サプ
ライヤ単位の
「データ製品」
として整備し、
社内外接続を進
める。

定性的: 新サービス創
出、需要予測精度向上、
在庫/稼働率改善。 根拠:
6カ国共通の成功要因は
ユースケース設定・プロ
セス可視化・AI-Ready
データ。IPAでは日本の
データ活用目的はバック
オフィス効率化寄りで、
他社データ連携は未実施
が7割超、サプライ
チェーン連携は17%対米
国45%。 

Data Product
Owner、マス
タ統合、デー
タ契約、API標
準、外部先と
の契約整備。
投資目安3–8億
円。

データ品
質・責任
所在の曖
昧さ。対
策はデー
タオー
ナー制と
品質SLA。

AI-Ready
データ比
率、デー
タ製品
数、外部
連携件
数、予測
精度、在
庫回転

成果還
元の制
度化

AIで生まれた便
益を、従業員処
遇、顧客価格、
新規事業投資、
ブランド強化に
配分し、次の変
革サイクルを回
す。

定性的: 採用力・離職
率・顧客LTVの改善。 根
拠: 日本の財務還元は
40%止まり。財務還元企
業はブランド力をAI活用
指標に採用する割合が
37%で、非財務還元企業
16%、無還元企業9%を
上回る。PwCは従業員・
顧客への還元が次の活用
意欲と信頼を生むと整
理。 

CFO・CHRO・
営業・マーケ
が共同責任。
AI便益配分方
針、価格実
験、報酬設計
が必要。投資
目安1–3億円。

便益の社
内吸収に
終わる。
対策は配
分ルール
を事前決
定し、四
半期ごと
に開示。

財務還元
比率、価
格還元
率、賃上
げ原資寄
与、AI関連
離職率、
ブランド
指標
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施策 目的
期待される財務インパク
ト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リス
クと対策

KPI

経営
KPIの
再設計

「工数削減」中
心の指標から、
売上、粗利率、
継続率、ブラン
ド、意思決定速
度を含む指標へ
移行する。

定性的: 効率化偏重から
成長偏重へ転換。 根拠:
PwCでは無還元企業ほど
社員生産性や工数・コス
ト指標に偏り、還元企業
ほど売上・収益、顧客満
足、ブランドを採る傾向
が強い。IPAでも日本は
成果指標の設定方法が分
からない企業が多い。 

CFO、経営企
画、事業部で
KPI再設計。BI
ダッシュボー
ド、実験設計
が必要。投資
目安0.5–2億
円。

指標が増
えすぎ
る。対策
は全社12
指標以
内、案件
別5指標以
内。

売上寄与
案件比
率、案件
別粗利改
善、KPI設
定率、事
後レ
ビュー完
了率

長期 3–5年

施策 目的
期待される財務インパク
ト

必要な組織・
人材・技術・
投資目安

主要リス
クと対策

KPI

AIネイ
ティブ
事業モ
デルへ
の転換

既存商品への埋
め込みAIだけで
なく、AIを前提
とする新規サー
ビス、価格モデ
ル、運営モデル
へ移行する。

定性的: 新しい収益源と
倍率改善。 根拠: PwCで
は日本は脅威認識先行だ
が、米国・韓国は根本変
革チャンス認識がより強
い。資本市場面でも日本
のAI投資・起業数は6カ
国で下位にあり、外部成
長圧力が弱い。 

CVC/M&A、
事業開発、法
務・知財、価
格設計、提携
先管理。投資
目安5–30億円
以上。

スケール
前に採算
が崩れ
る。対策
は既存顧
客基盤で
の隣接市
場検証か
ら始め
る。

AI起点新収
益比率、AI
付加価値単
価、LTV/
CAC、新規
事業粗利率

フィジ
カル
AI・現
場自律
化

製造、物流、設
備点検、フィー
ルドサービス
で、生成AIとロ
ボティクス/エッ
ジAIを接続し、
判断・実行の自
律度を引き上げ
る。

定性的: 稼働率改善、人
手不足対応、安全性向
上。 根拠: PwC日本詳細
では、フィジカルAIを
「導入済み/導入を進め
ている」19%、「検討
中」36%で合計55%。先
行導入余地がある。 

OT/IT統合、
センサー、デ
ジタルツイ
ン、安全設
計、現場教
育。投資目安
10–50億円以
上。

安全事
故・責任
境界。対
策は高リ
スク領域
の段階導
入とフェ
イルセーフ
設計。

稼働率、停
止時間、人
員1人当た
り処理量、
安全インシ
デント、保
全コスト

以下は実行順を示すタイムラインである。これは、PwCのReadiness-Evaluation-Activationに沿って、短期
で基盤と評価を作り、中期でエージェント・データ・還元、長期で事業変革へ進む想定を可視化したもの
だ。 
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成功事例と失敗事例の比較

成功と失敗の差は、モデルの新しさではなく、適用領域の選び方、運用設計、評価、ガバナンス、還元設計
にある。以下の6事例は、その因果を見せる。記号は、◎=強い、○=中程度、△=弱い、×=欠如、を意味す
る。

事例 結果

ビ
ジョ
ン起
点

Readiness Evaluation
Activation・
還元

ガ
バ
ナ
ン
ス

教訓

JT 法務部門
×
CoCounsel

英文メール作
成が20–30分
→1–2分、契
約検討が1–2
日→半日。余
白時間を戦略
法務へ再配
分。 

○ ○ ○ ◎ ○

単なる時
短で終わ
らず、創
出した時
間を高付
加価値業
務へ再配
置した点
が重要。

丸紅
「Marubeni
Chatbot / ま
るちゃ」

社内向けに
2023年4月開
発、2024年6
月時点でグ
ループ登録者
7,000名超。
媒体報道では
年約9万時間
削減。外部提
供可能な共通
基盤へ発展。 

○ ◎ ○ ○ ○

共通基盤
化により
再利用・
横展開・
外販まで
進んだ。

2026-07 2026-10 2027-01 2027-04 2027-07 2027-10 2028-01 2028-04 2028-07 2028-10 2029-01 2029-04 2029-07 2029-10 2030-01 2030-04 2030-07 2030-10

CAIO・価値化会議・案件棚卸し

AI翻訳者育成と報酬制度設計

先行5ユースケースの再設計

セキュアAI基盤・モデルルータ

評価基盤・リスク審査・ログ整備

データ製品化・外部データ連携

事業横断AIエージェント化

従業員・顧客への還元ルール実装

AIネイティブ新規事業

フィジカルAI展開

基盤整備

効果創出

成果還元

生成AI価値化ロードマップ
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事例 結果

ビ
ジョ
ン起
点

Readiness Evaluation
Activation・
還元

ガ
バ
ナ
ン
ス

教訓

Morgan
Stanley
Assistant /
Debrief

AI前の全ユー
スケースを
evalで検証
し、知識検
索・要約・会
議要約を段階
拡大。2024年
時点でアドバ
イザーチーム
の98%が
Assistantを採
用。 

◎ ◎ ◎ ○ ◎

evalを先
に作るこ
とで信頼
を獲得
し、高採
用率につ
なげた。

Air Canada
チャット
ボット

公開チャット
ボットが誤案
内を行い、Air
Canadaは損
害賠償責任を
負うと判断さ
れた。 

△ △ × × ×

公開系
ユース
ケースで
は、回答
の根拠、
例外処
理、人間
へのエス
カレー
ションが
ないと法
的責任へ
直結す
る。

McDonald’s
× IBM 音声
注文

100超店舗の
AIドライブス
ルー試験を終
了。混在ノイ
ズ、例外注
文、誤認識な
どで現場適合
に課題。 

○ △ △ × △

顧客接点
では、現
場ノイ
ズ・例外
注文・人
間介入の
設計が不
足すると
中止に追
い込まれ
る。
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事例 結果

ビ
ジョ
ン起
点

Readiness Evaluation
Activation・
還元

ガ
バ
ナ
ン
ス

教訓

Samsung 生
成AI情報漏
えい

半導体部門の
社員が
ChatGPTに機
密コード等を
入力し、使用
禁止措置へ。
三件の漏えい
が報じられ
た。 

× × × × ×

便利な外
部ツール
に対して
入力制
御・
DLP・教
育が無い
と、価値
創出前に
全社停止
へ向か
う。

この比較から導かれる成功条件は、第一に業務設計そのものを変えること、第二に評価を実装前から組み込
むこと、第三に安全な共通基盤で横展開すること、第四に生まれた時間や便益を次の価値へ再配分すること
である。反対に失敗事例は、公開前テスト不足、例外処理不足、入力統制不足に集中している。これはPwC
のReadiness・Evaluation・Activationの三層と整合する。 

推奨ガバナンスと実装手順

推奨ガバナンスは、METI/総務省のAI事業者ガイドライン第1.2版を日本法・日本語運用の土台としつつ、
NIST AI RMFのGenerative AI Profileで求められるリスク同定・測定・管理を実務化し、グローバル企業はEU
AI Actの要求にも適合できるように設計するのが望ましい。つまり、日本型の柔軟さと国際標準の厳密さを両
立させる。PwCが示すReadiness-Evaluation-Activationは、この統合設計に極めて使いやすい。 

推奨アーキテクチャは、以下の五層である。

レイヤー 主体 役割 必須成果物

取締役会・
経営会議

取締役会、CEO、CFO、CAIO
AIリスク許容度、投資
配分、重要案件承認、
開示方針

AI戦略、投資方針、リスクア
ペタイト、年次レビュー

価値化
PMO

CAIO室、CFO室、事業部
PMO

案件ポートフォリオ管
理、便益実現、撤退判
断

案件台帳、便益実績表、停
止判断記録

AI Risk
Office

法務、情報セキュリティ、
データガバナンス、品質保証

モデル・データ・出
力・第三者利用の審査

Model Card、Data Sheet、
Eval Report、Red Team
Report

ドメインス
クワッド

事業責任者、AI Translator、
業務設計者、エンジニア

業務実装、現場定着、
KPI管理

To-Be業務設計、SOP、例外
処理定義、運用手順

監査 内部監査、外部監査補助
独立検証、記録監査、
事故検証

監査報告、改善勧告、再発
防止策
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この体制で重要なのは、三線防衛をAI時代向けに再解釈することだ。第一線は「使う事業部」、第二線は「AI
Risk Office」、第三線は「内部監査」である。ただし、失敗する企業は第二線が「禁止する部署」になりや
すい。成功する企業では、Morgan Stanleyのように第二線が評価を通じて採用を推進する部署になる。PwC
でも成功群はガバナンスを活用加速基盤と見なす割合が高い。 

ROI評価フレームは、次の四段階で運用すべきである。

まず案件起案時に、対象業務、ベースライン、反実仮想、便益分類を定義する。便益分類は、工数削減、エ
ラー削減、売上増、解約率改善、価格改善、ブランド改善、リスク回避の七つに固定する。次にSandbox審
査で、データ権利・個人情報・秘密情報・IP・委託契約・モデル利用条件を確認する。次にPilot審査で、オ
フライン評価、ヒューマン比較、レッドチーム、誤答の重大性評価を行い、公開条件を決める。最後にScale
審査で、実利用率、便益実績、インシデント、改善率を確認し、継続・拡張・停止を決定する。これはPwC
のEvaluation概念とNISTのリスク管理思想を合わせた実装形である。 

実装手順は、次の順で進めるとよい。

最初の90日で、全AI案件を棚卸しし、リスク階層と便益仮説を付す。同時にCAIO直轄PMOを設置し、
データ分類・ログ方針・モデル利用方針を暫定制定する。PwCが示すとおり、日本企業はユースケー
スが乱立しやすいため、ここで整理しないと以後も局所最適が続く。 

180日までに、共通AI基盤、モデルルータ、RAG、DLP、監査ログ、テンプレートプロンプト、評価環
境を整備し、先行5案件を本番化する。案件は、時短だけでなく、品質・売上・意思決定速度のいず
れかで成果が測れるものに限定する。 

365日までに、AI Translator制度、業務別責任者、報酬・査定への反映、便益配分ルールを導入す
る。日本では企業訓練と相談が弱いので、現場の納得感形成を意図的に行わない限り、利用率だけが
上がって効果は固定化しない。 

2年目以降は、コアプロセスのAIエージェント化、外部データ連携、価格還元・報酬還元・再投資ルー
ルの制度化を進める。ここまで行って初めて、AIはITツールではなく、企業価値創造の回転装置にな
る。 

政策提言とKPIダッシュボード

政府・業界団体向けには、企業単独では超えにくい外部性への対応が必要である。とくに日本の弱点は、標
準・データ・人材・比較可能な評価軸の不足である。以下を優先政策として提案する。

対象 提言 根拠と期待効果

政府
業種別のAI評価基
準・レッドチーム手
引きを整備する

METI/総務省はAI事業者ガイドライン第1.2版と活用手引きをすでに
公開している。次段階として、金融、製造、ヘルスケア、公共、
B2Cチャット等の業種別実装手引きが必要。企業の過剰慎重と場当
たり運用を同時に減らせる。 

政府
AI・データ・人材投
資への税制支援を拡
充する

Stanford HAIでは日本の民間AI投資額と起業数が6カ国最下位圏。
単年度IT予算ではなく、データ・人材・実験費用に対する中期支援
が必要。 
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対象 提言 根拠と期待効果

政府
高度AI人材の受入
れ・国内育成の両輪
を進める

JapanはAI人材濃度の上位15カ国に入らず、企業訓練も弱い。海外
高度人材の受入れと、在職者の再教育支援を同時に進めるべき。 

政府・
業界団
体

企業間データ連携の
標準契約・標準API・
データスペースを整備
する

IPAでは日本企業の外部データ連携が低く、メリットを感じない企
業が多い。個社の努力だけでは乗り越えにくい。 

業界団
体

匿名化した失敗事
例・事故情報の共有
基盤をつくる

企業は失敗を公表しにくいが、公開失敗事例から学ばないと同じ事
故を繰り返す。NISTやOECD.AIの考え方に沿った共有基盤が有効。

資本市
場・取
引所

AI投資のKPI開示ガイ
ドを整備する

TSEは資本コストと株価を意識した経営を要請している。次段階と
して、AI投資の便益実績・人材投資・内製化・安全性を開示項目に
含めるべき。 

最後に、企業が経営ダッシュボードに置くべき主要KPI案を示す。最初の三項目はPwC調査の日本基準値に直
接接続し、残りは社内運用KPIとして管理するのがよい。

KPI
2026日本基準

値または初期値
12か月

目標
36か月

目標
60か月

目標
意味

「期待を大きく上回る」案
件比率

9%（日本大企
業平均） 

15% 25% 30%+ 効果創出の質

1年未満で効果発現する案
件比率

42%（日本大企
業平均） 

55% 65% 70% 実装速度

財務的還元比率
40%（日本大企

業平均） 
50% 60% 70%

便益をP/Lへ転換で
きているか

還元未実施比率
19%（日本大企

業平均） 
12%未

満
8%未満

5%未
満

成果放置の削減

pilot→production転換率 自社初期値 30%+ 45%+ 60%+
PoC依存から本番
化への転換

週次アクティブ利用率 自社初期値
対象者

60%
75% 85% 利用定着

重大AIインシデント件数 自社初期値
0件維

持
0件維持

0件維
持

リスク管理

大部分内製で運用できる案
件比率

自社初期値 20% 35% 50%
学習速度と便益捕
捉率

売上・粗利に紐づくAI案件
比率

自社初期値 20% 35% 50% 成長志向への転換

従業員還元・顧客還元に回
した便益額

自社初期値
開示開

始
毎四半
期開示

制度定
着

Activationの定着
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総括すると、日本企業が今後取るべき具体策は、導入拡大ではなく、価値化・還元・再投資の閉ループ化で
ある。PwC 2026調査とマイナビ記事が示した「二重の壁」を越えるには、短期で価値化会議・共通基盤・評
価・内製人材を整え、中期でAIエージェントとデータ製品でコアプロセスを再設計し、長期でAIネイティブ
事業とフィジカルAIへ進む必要がある。文化・規制・資本市場・人材・経営判断のうち、日本企業が最も速
く変えられるのは、法制度ではなく自社の意思決定様式である。だからこそ、いま必要なのは「慎重に様子
を見ること」ではなく、測れる形で小さく始め、還元まで設計し、勝ち筋に資源を集中することである。 
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